
第1部　自然環境と基本指標

1－3　市 民 所 得

市民所得統計と統計表の編成

我々が生活している経済社会の中では、年々さまざまな財貨やサービスが生産され消費されている。人々は労働や資本といった生産要素の用役を提供することによって生産活動に参加し、その報酬として所得を得ている。
そして得た所得を用いて財貨やサービスを購入し、消費したり、将来の生産のために蓄積もしている。市民所得統計は、このような経済活動の循環と構造を、生産･分配･支出の三面で整理したものである。いわば、国民経済計算の名古屋市版である。この分野は、総括表及び生産･分配･支出の各系列の統計表で編成されている。
市内総生産が、市内での生産活動により発生した付加価値(販売額－原材料などの物的経費など)の総計であり、市内経済の規模を示すといったように、生産･分配･支出の三面の推計値は経済活動の規模や構造を表している。また、こうした地域経済計算は、都道府県･政令指定都市などが独自に推計しているが、経済企画庁が作成した標準方式(以下“　”で表示)に準拠しているため、地域間の比較も可能である。
市民所得統計では、｢推計｣、つまり数多くの統計から収集したデータを使い計算するという作業が行われる。そのため、推計方法を改善したり、新しい統計結果が公表されたり、既公表の統計データが修正されたりすると、市民所得統計の既公表値も修正されるので、最新の報告書を利用する必要がある。
推計方法の発展と基礎資料

1　　昭和24年～30年度

“24年版県民所得の推計試案”、“26年版県民所得推計に関する試案”に基づき、市内生産所得、市民分配所得、市民個人支出を推計した。基礎資料は『昭和24年名古屋市民所得調査結果概要』(25年6月発行）及び『名古屋市の市民所得』　(40年3月発行)の参考資料編である。
2　　昭和30年度～45年度(旧ＳＮＡ)

　“31年版県民所得標準方式”に基づき、旧ＳＮＡによる推計に着手した。個人所得を主体とした所得の循環の把握を中心に推計し、市際取引(移出･移入)も推計した。なお、“県民所得の新標準方式(45年版)”に基づき、52年に30年度以降を遡及修正した。基礎資料は『昭和50年度名古屋の市民所得』(52年12月発行)である。
3　　昭和45年度～61年度(新ＳＮＡ)

53年に国民所得統計が新ＳＮＡに全面的に移行し、国民経済計算に切り替えられた。これに伴い、県民所得統計も県民経済計算体系への段階的移行をめざした。現在“県民経済計算標準方式(63年版)”が作成されており、本市もこれに基づき新ＳＮＡ体系の充実に向けて整備を進めている。基礎資料は『昭和61年度名古屋の市民所得』(平成元年2月発行)である。
利用上の注意

1　　産業分類…旧ＳＮＡと新ＳＮＡでは産業分類がやや異なるが、その主なものは下表のとおりである。
	区　　　　　　　　　　　　　　分
	旧ＳＮＡ
	新ＳＮＡ

	飲　　　　　　　食　　　　　　店
	小　　売　　業
	サービス業

	自動車整備業、機械修理業
	サービス業
	製造業

	駐　　　　車　　　　場　　　業
	サービス業
	運輸・通信業


2　　｢市民｣と｢市内｣…経済主体(経済活動を行う個人、企業、政府など)の活動のとらえ方に相違がある。｢市民｣とは、｢居住者｣(雇用者、個人営業主など市内に住所を有する個人と企業･団体･公的機関などの市内の事業所)の経済活動をその活動地域に関わりなく推計することを意味し、｢市内｣とは、市内で行われた経済活動をその経済主体の住所や本社の所在地に関わりなく推計することを意味する。
3　　｢総｣と「純」…生産活動にともない発生する通常の摩損･損傷などによる建物、設備などの減耗分を評価した額(固定資本減耗)を含む計数を｢総｣と呼び、含まない計数を｢純｣と呼ぶ。
